
（予算額：千円）

○食品安全フォーラムの開催、ホームページによる情報の受発信（農産食品課） 722

○食品衛生相談等による食品衛生思想の普及啓発（生活衛生課） 348

○食の信頼確保の推進（農産食品課） 400
　・食品トレーサビリティの普及に向けた研修会の開催等

（予算額：千円）

拡ＧＡＰの取組拡大の推進（農業技術課） 7,493
　・とやまＧＡＰの普及拡大とグローバルＧＡＰ等の認証ＧＡＰ取得に向けた支援

○環境にやさしい農業の推進(農業技術課) 520
　・エコファーマーや有機農業者等が取り組む環境にやさしい農業の推進

○環境保全型農業の推進(農村振興課) 41,950
　・自然環境の保全に資する農業の生産方式を導入した農業生産活動への支援

○農薬の適正な販売・使用（農業技術課） 1,244
　・農薬販売者への指導取締、農業者等への農薬の適正使用指導

○肥料の適正な生産・流通（農業技術課） 590
　・肥料の品質保全と流通の適正化のための成分や表示等の取締検査

○県産農林水産物の安全・安心の確保（農産食品課） 6,700
　 ・富山米の残留農薬等分析

○安全な飼料の流通・使用（農産食品課） 1,374
　・畜産農家に対する巡回指導、講習会等による指導、流通飼料の検査

○安全な畜産物の生産（農産食品課） 7,498
　・農場の衛生指導、人畜共通感染症の検査、発生防止指導

○動物用医薬品の適正な製造・販売・使用の指導（農産食品課） 613

○家畜伝染病の発生予防、まん延防止措置(農業技術課) 25,825

○家畜伝染病防疫体制強化整備(農業技術課) 8,965

○安全な林産物（きのこ・山菜）の生産指導（森林政策課） 59

○水産物の衛生管理の推進（水産漁港課） 518
　・水産用医薬品の適正使用指導や疾病まん延防止（水産研究所）

平成３０年度　食品の安全関係予算について

　食品の安全に関する意見交換会などリスクコミュニケーションの実施や、ホームページ
による情報の提供と意見や要望の募集に努めるとともに、正しい知識の普及啓発や各種相
談窓口において県民からの相談に対応します。

　生産資材（農薬、肥料、飼料、動物用医薬品等）の適正な販売・使用の指導や家畜伝染
病等の発生予防やまん延防止に努めるとともに、条例により策定した「富山県適正農業規
範」に基づく農業生産活動（とやまＧＡＰ）を推進します。

主 な 施 策 

１ 食品の安全に関する情報や意見の交換の促進 

主 な 施 策 

２ 安全な農林水産物の供給 



（予算額：千円）
[食品取扱施設]

○食品の衛生監視及び食中毒発生防止対策の推進（生活衛生課） 12,909
　・食品関係営業施設、集団給食施設の監視指導による食品の安全性確認
　・食中毒発生防止策の強化
　　　食中毒発生防止を図るため、病因物質の汚染実態調査を行い衛生対策を図る

○食品の残留農薬検査、食品の成分規格検査（生活衛生課） 15,067
　・計画的収去検査の実施、食品の安全性の確保

拡自主衛生管理の普及啓発（生活衛生課） 3,341
　・HACCP導入促進のための研修会開催やHACCP普及指導者養成

○食肉等の検査の実施（生活衛生課） 21,025
　・と畜検査、汚染防止指導、食肉の残留抗生物質等検査

[学校等集団施設]

○食品取扱施設の汚染実態調査の実施（生活衛生課） (12,909)
　・学校等集団給食施設の一斉点検等、食中毒の発生防止対策の実施

○学校給食の食品安全管理・指導の推進（保健体育課） 1,108
  ・研修会・講習会等の開催

○集団給食施設の調理従事者等の検便の実施（健康課） 1,624
　・学校、保育所等の調理従事者の検便によるＯ157等の発生防止対策

[薬局・薬店]

○無承認無許可医薬品の対策（くすり政策課） 1,478
　・監視指導、普及啓発等の実施

（予算額：千円）

○食品表示の適正化の推進
  ・食品表示110番の運営、「食品表示ウォッチャー」による調査、立入検査・指導、
    買い上げ検査（農産食品課）

1,811

○食品表示の指導等
  ・製造、販売業の食品表示の監視、指導（生活衛生課） (12,909)
　・食品表示法に関する啓発・指導強化、食品表示講習会・研修会の開催、
    米トレーサビリティ法等に基づく事業者への指導（農産食品課） 631
  ・栄養表示に関する相談指導（健康課） 325

（　　　）は再掲

　富山県食品衛生監視指導計画に基づき、食品関係施設等の監視指導やＨＡＣＣＰ手法に
よる衛生管理の普及に努めます。また、全国的にノロウイルス及びカンピロバクターによ
る食中毒が多発していることや食品への有害物質、異物等の混入事案が発生していること
から、これらの対策を強化します。

　食品表示講習会やホームページによる新しい食品表示制度の周知に努めるとともに、食
品表示110番の設置により県民からの相談に対応します。また、小売店の実態調査、食品製
造、販売業者に対する監視指導を実施するとともに、適正な食品表示の啓発に努めます。

主 な 施 策 

３ 食品の安全確認体制の強化 

主 な 施 策 

４ 食品表示の適正化 


